



























どを目的に、越境 EC の制度づくりに積極的に取り組んでいる。さらに、中国最大の EC 企業であるア
リババや、その対抗馬である京東集団は、対日および対欧米の越境 EC を最重要のビジネスチャンスの
1 としてとらえている。中国 EC 業界最大のイベントである「11 月 11 日（独身の日）ネット買い物祭り」
においても、2015 年の焦点の 1 つは海外製品におかれた。




2 − 1　越境 EC の利用状況
　中国は世界最大規模の EC 市場を有しており、2014 年の対前年伸び率も 35.0％ときわめて高い。そ
のうち越境 EC は、中国では海淘（ハイタオ）と呼ばれ、中国最大の EC 事業者アリババの BtoC-EC
サイトの天猫（Tmall）が、2013 年 9 月に海外企業のみが出店する天猫国際を開設するなどして、一般
消費者の利用が急速に広がっている。
　経済産業省の「電子商取引に関する市場調査」（2015 年 5 月）によって、日米中３か国の越境 EC 市
場規模の実績および将来予測をみると、図１に示すように、中国における越境 EC 市場規模の大きさお
よび伸び率の高さが突出していることがわかる１。また、中国側の資料として、図２の中国電子商取引








図１　越境 EC 市場規模の実績（2013 ～ 2014）と将来予測（2015 ～ 2018）
　　　　　　出所：北元（2015）、p.13。
１　 経済産業省商務情報政策局情報経済課「平成 26 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商
取引に関する市場調査）報告書」2015 年 5 月、および北元健太 (2015)「越境 EC の環境整備に向けた経済産業省の取






　例えば、中国アフィリエイト・サイトの返利網が、2015 年 6 月に自社サイト利用者 7,000 万人を対象
にした越境 EC の利用に関する調査によれば、海外から商品を購入する方法は、越境 EC サイト 48％、
個人代理購買者への依頼 30％、海外ネット通販サイトでの直接購入 22％となっていることがわかった。
年齢別構成比をみると、18 歳以下 1.27％、19 ～ 25 歳 15.09%、26 ～ 35 歳 71%、36 ～ 45 歳 11.12%、
46 歳以上 1.62% と、19 ～ 45 歳で約 97% を占めている。直近 3 カ月の購入金額をみると、500 元以下
は 2.38% に過ぎず、500 ～ 2,000 元 42.35%、2,000 元以上 55.27% となっている（１元＝約 20 円として
500 元で約 10,000 円）。実際にどのような商品を購入しているのかについては、図３に示すように、化
粧品・パーソナルケア用品の購入率が最も高く 56.35％を占め、次いでベビー & マタニティ用品、衣料
品・靴・バッグ、食品・健康食品がそれぞれ 30％前後を占めている。
　また、越境 EC 企業の洋碼頭と調査会社の AC ニールセンが 2015 年 9 月に発表した『2015 跨境網購
消費報告』によると、従来、海外から購入していた商品カテゴリーはベビー用品や化粧品に集中して
いたが、今後 1 年以内に海外から購入したいカテゴリーについて尋ねたところ、アパレル商品をあげ
る回答が 60％、化粧品が 53％、バッグが 44％となり、靴、食品、電子製品、健康食品、保健品、イン
テリア・キッチン用品、玩具・書籍などもあげられたという。つまり、海外から購入したい商品の多
様化が進んでいるといえる。
　以上から、中国で越境 EC を利用しているのは 20 ～ 30 代のいわゆる 80 後、90 後と呼ばれる層であ
ること、および購入商品はこれまで化粧品、ベビー＆マタニティ用品などに集中してきたが、その他
のカテゴリーにまで多様化しつつあることがわかる。
２　 以下は、李雪 (2015)「中国における越境 EC の進展－政府の促進政策と EC 企業の取組みに注目して－」『流通情報』
No.517（47 巻 4 号）、pp.40 － 42 による。
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図３　中国越境 EC サイトでの商品購入ランキング
　　　　出所：『返利網跨境電商用戸研究報告』2015 年 6 月 29 日。
















象として 0％～ 30％）が課されることとなる。例えば、化粧品は輸入関税 10％、増値税 17％、消費税
30％となり、単純計算で 57％の税が課されることとなる。
　これに対し、物品は「税関総署公告 2010 年第 43 号」の個人輸入に関する規定に基づく 2013 年 8 月
の税務総署通知によって、個人が使用すること、および一定数量を超えないこと等を条件に自己申告




現地価格よりも越境 EC の価格の方が安くなることが少なくなく、越境 EC 企業にとって大きなメリッ
トとなっている。
表１　行郵税の税率





すなわち、中国税関総署が 2012 年 12 月に鄭州で越境 EC 貿易実験業務会議を開き、越境 EC 実験都市
として上海、重慶、杭州、寧波、鄭州の 5 都市を指定した。さらに、2013 年 9 月に広州、2014 年 7 月





スモデルがある。このうち「保税集荷」モデルは、2014 年 2 月より実施されている税関管理監督コー










３　 税関総署『越境実験都市保税輸入モデルの関連問題に関する通知（第 59 号）』（2013 年 8 月）では次のことが規定さ
れている。①越境 EC が取り扱える商品は、国が禁止もしくは輸入制限物品を除く個人の生活用消費財でなければな
らない。②「個人使用、合理的な数量」を原則に、1 回当たりの購入金額は 1,000 元（香港・マカオ・台湾の場合は
800 元）を上限とし、上記制限を超えた場合、荷物が 1 個のみ、かつ分割できない物品に限り、税関が個人使用であ
ることを確認したうえ、個人部品規定に従い通関手続きを行う。③購入金額と行郵税税率の計算により、税額が 50
元以下の場合、税金が免除される。




　また「保税在庫」モデルは、2014 年 8 月より実施されている税関管理監督コード 1210 に基づくもの















３．ASEAN 地域における越境 EC 市場の発展
3 − 1　越境 EC 市場の状況
　次に、ASEAN 地域における EC 市場および越境 EC 市場についてみていこう。ASEAN 加盟のシン
ガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、ベトナム５カ国の B2C-EC 市場規模については、ユー
ロモニター・インターナショナルの調査データが存在する。これによると、2012 年の市場規模は５カ
国合計で約 25 億ドルであった。これに基づいて、大和総研が試算した結果が図４であり、2018 年の市
場規模は 2012 年と比較してシンガポール 1.6 倍、マレーシア 1.8 倍、タイ 2.2 倍、インドネシア 3.0 倍、
ベトナム 6.8 倍となり、５カ国合計で約 73 億ドルに達すると推計されている。
直　送 保税集荷 保税在庫
在庫保管場所 海外 海外倉庫 中国保税倉庫











　2013 年の ASEAN ５カ国における越境 EC 市場規模（経済産業省推計）は、図５に示すとおりであり、
５カ国合計の越境 EC 市場規模は 410 億円、EC 市場に占める越境 EC の比率は 14％で、各国の同比率
は 10％弱～ 20％強の範囲内にある５。この年の日本の同比率は約 2％程度と推計され、それに比べると
かなり高いといえる６。
　また、ASEAN ５カ国の越境 EC 市場において、日本からの購入金額と購入率がどの程度あるかをみ
ると、図６に示すように、５カ国全体では 34.7 億円、8.7％であり、各国の同比率は 5％～ 10％程度に




５　 経済産業省「平成 25 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（日アセアン越境電子商取引に関す
る調査）報告書」2014 年 5 月。
６　 経済産業省商務情報政策局情報経済課「平成 26 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商
取引に関する市場調査）報告書」2015 年 8 月による。
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図５　ASEAN ５カ国の自国・越境 EC 市場規模と構成比（2013 年）
　　　　　出所：経済産業省 (2014)、p.11。
図６　ASEAN ５カ国の越境 EC 市場における日本からの購入率
　　　　　出所：経済産業省 (2014)、p.107。
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3 − 2　越境 EC の利用状況
　ASEAN ５カ国の消費者の EC 利用状況に関するアンケート調査結果をみてみる。各国の消費者が直








　こうした消費者の評価が、さきに示した ASEAN ５カ国における日本からの越境 EC 購入率の低さ
となってあらわれている。逆にいえば、ここに日本の越境 EC 企業にとっての対 ASEAN 事業の課題
があるといえよう。
４．結び















あげられている。つまり、越境 EC で ASEAN 地域向けに商品販売をめざす日本企業は、まず消費者
のこうした不安要因を払拭するところからはじめる必要があるということである。そのための方策に
ついては今後の検討課題としたい。
７　 渡辺達朗編著 (2015)『中国・東南アジアにおける流通・マーケティング革新－内なるグローバリゼーションのもとで
の市場と競争－』白桃書房、第２章を参照されたい。
